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 ８ 自然再生・循環社会対策特別委員会における秋山文和県議の質疑 

2017 年 7 月 5 日 

Ｑ．秋山委員 

１ 県では、２０２０年に２００５年比で２

１％温室効果ガスを削減する目標があるが、

国の目標やパリ協定との整合性は取れている

のか。また、最終的な目標はどうなっている

のか。 

２ ２０２０年における温室効果ガス排出量を

２００５年比で２１％削減する目標を達成す

るには、今の２倍以上のスピードで削減を進

めていく必要がある。今後、どの部門に力を

入れていくのか。 

３ 事業所などで地中熱ヒートポンプを導入し

た事例はいくつかあると思うが、効果はどの

ように報告されているのか。また、十分な効

果が出ているのか。 

 

 

Ａ．温暖化対策課長 

１ ２０５０年に６０から８０％削減という当

時の国の目標も踏まえて、本県では、２０２

０年までに当初２５％、現在、見直しをして

２１％削減という目標を設定している。そし

て、国では現在、２０３０年までに２６％削

減という目標をパリ協定に約束草案として提

出している。よって、県の目標はパリ協定と

国の目標と整合性が取れている。また、最終

目標であるが、県としては２０５０年までに

６０から８０％削減という長期的な目標はあ

るが、かなり長期的なものであるため、短期

的なものとして２０２０年を目標としている。

しかし、短期的な目標である２０２０年まで

あと３年しかないため、今後、県としては、

国の２０３０年までの目標を目安に、目標の

設定を検討していく。 

２ 現在の温室効果ガス排出量は、基準年度比

で１０．４％の削減であり、今後２倍のス 

ピードで削減を進めなくてはならないという

委員の御指摘は、そのとおりである。家庭部

門については、高齢者の単身世帯が増える中

で更なる削減は難しい。しかし、産業・業務

部門では、製造品出荷額が伸びる一方で温室

効果ガスの削減は進んでいる。エコカーの普

及が進む運輸部門も削減の余地がある。各部

門において全力で取り組んでいきたい。 

 

 

Ａ．エコタウン環境課長 

３ 平成２７年度に２件、平成２８年度に３件

補助している。平成２７年度の例では、熊谷

市のいちご農園において、栽培促進のための

冷却用に地中熱を活用し、収量が２割程度向

上したと聞いている。また、３割程度の電気

使用量の削減効果も見込まれている。平成２

８年度の例では、行田市の事業所において総

事業費５，０００万円ほどのシステム導入に

対し補助を行い、節電効果により１５年程度

で事業費が回収できるくらいの効果があると

聞いている。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ ＣＯ₂については、産業の拡大や車の台数の

増加など母数が増えている中で削減が進んで

いる。一方で、温室効果ガス削減により商品

の製造が減少しては意味がない。このような

プラス面とマイナス面との両方を検証しつつ、

削減努力に対しどのような効果があるのかと

いう検証をすべきではないかと思うが、いか

がか。 

２ ＣＯ₂の吸収源である緑を増やす取り組み

に関しても併せて資料にまとめてあると分か

りやすいと考えるが、いかがか。 
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３ 春日部市役所への地中熱設備導入に関して

県は補助していないのか。 

 

 

Ａ．温暖化対策課長 

１ 産業業務部門において、経済の成長と温室

効果ガスの削減は両立している。これは、企

業において、特に東日本大震災以降、省エネ

によるエネルギーコストの削減が定着してき

ているためである。成長度合いにもよるが、

今後更に削減が進むことが見込める。運輸部

門については、車の登録台数は微増であり、

台数の増加と温室効果ガスの削減について完

全な相関関係の検証はできていない。市場に

出ている新車の８割から９割が低燃費車であ

り、このまま買い換えが進めば削減も進むと

考えてはいるものの、車は高価であり簡単に

は買い換えが進むものではないものと理解し

ている。オリンピック・パラリンピックは、

日本を挙げて環境をＰＲする絶好の機会であ

り、県としても温室効果ガスの削減に引き続

き努力していきたい。 

２ 県ではみどりの再生に取り組んでいる。Ｃ

Ｏ₂の吸収源として、森林整備は望ましい方向

に進んでいるが、都市の緑化は苦戦している。 

 

 

Ａ．エコタウン環境課長 

１ 環境省の資料によれば、オフィスビルにお

ける電力削減効果は年間で４割以上との数字

がある。 

３ 春日部市役所には、県は補助していない。 


